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１．死因究明センターとは 

死因究明等推進基本法による基本施策を実行するための組織である。 

 

基本的施策【第 10条～第 18条】 

(1) 死因究明等に係る医師、歯科医師等の人材の育成資質の向上、適切な処遇の確保

等 

(2) 死因究明等に関する教育及び研究の拠点の整備 

(3) 死因究明等を行う専門的な機関の全国的な整備 

(4) 警察等における死因究明等の実施体制の充実 

(5) 死体の検案及び解剖等の実施体制の充実 

(6) 死因究明のための死体の科学調査の活用 

(7) 身元確認のための死体の科学調査の充実及び身元確認に係るデータベースの整

備 

(8) 死因究明により得られた情報の活用及び 遺族等に対する説明の促進 

(9) 情報の適切な管理 

 

基本施策のうち、(4)警察等における死因究明等の実施体制の充実は、警察等の機関

が実施する施策である。この基本的施策(4)を除く、8 つの基本的施策を地方公共団体

で実施、充実させていための組織が「死因究明センター（道府県）」である。 

 

２．死因究明センターの組織 

 

図 1．死因究明センター（仮称）組織図 
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３．検案・解剖部門 

 基本的施策(1)、(5)を推進するために「検案・解剖部門」を組織する。 

＜検案体制の整備・充実＞ 

 検案医の確保：地方自治体の警察取り扱い死体数をもとに、必要な検案医の数を確

保する。 

 より精度の高い検案を行うために：検案医は、日本医師会が実施する死体検案研修

（上級編）の修了者等の法医学的知見を有する医師であることが望ましい。 

 検案医の処遇の確保：県の非常勤医師（検案医）とし、年間の報酬と検案１体当た

りの検案料を定める等の処遇の確保が必要である。 

 法医の専門知識を有する医師との連携：判断に苦慮する事例に遭遇した場合に、よ

り専門知識を有する法医に相談できるシステム、日本医師会死体検案相談事業の利

用の推進。 

参考資料：①登録検案医募集（東京都医師会）、②日本医師会死体検案相談事業 

 

＜解剖体制の整備・充実＞ 

 必要な解剖の実施：地方自治体における警察取り扱い死体数とその状況をもとに、

必要な解剖は実施する。 

 検案医による、死因究明のための解剖実施の判断：検案医の医学的な判断によって

解剖による死因究明ができるような体制づくり。 

 剖検率 10～15%とした場合、警察が実施する法医解剖の他に、死因究明のための行

政解剖は、何体となるか。これを実施する場合、大学法医学教室で実施するための

執刀医や解剖補助員の確保ができるかを検証する。  

 ご遺体の搬送業務：警察に負担をかけないためには、民間企業、葬儀社等への委託

も検討すべきである。 

 

４．検査部門 

基本的施策(6)を実施するために、検査部門を設置する。より精度の高い死因究明が

行えるように、必要に応じて、病理検査、薬毒物検査、死亡時画像検査、血液等生化学

検査等を実施できる体制を整備しなければならない。 

 大学法医学教室の機器・機材と人材の活用（薬毒物検査、死後 CT検査等） 

 病院検査部や CT等画像撮影部への委託 

 民間企業（臨床検査会社等）への委託：血液など生化学検査 

 地方自治体の研究所への協力依頼 

 〇〇県死因究明センター協力検査機関等の名称を付与し、年間の委託料と１体当た

りの撮影料を定める等の処遇の確保が必要である。 

 

５．事務管理部門 

死亡診断書・死体検案書、得られた死因の情報の管理を一括して行う組織、また、死
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因究明で得られた知見を社会に還元するための情報の管理、遺族への説明（基本背策(7)、

(8)、(9)）を担う組織の整備は、必須である。さらには、児童相談所等との連携（附則

２条）も図る必要がある。適切な、事務管理組織を構築しなければならない。 

 検案医の確保（嘱託）、適切な処遇の実施（医師会との連携） 

 法医の確保（大学法医学教室との連携） 

 検案・解剖業務の事務管理 

 死体検案書の管理・情報の管理 

 解剖時の遺体の搬送等（民間企業・葬儀社等との連携） 

 各種検査の実施の事務管理 

 教養・広報活動への協力（医師会・大学法医学教室との連携） 

 センター業務の実施に必要な予算は、地方自治体の死因究明等推進協議会において

検討し、国との連携を図り確保する。 

 

 

 

図２．福岡県死因究明センター（仮称）と部門と関係機関・組織との関係図 

 

 
 







厚生労働省医療施設運営費等補助金（死体検案医を対象とした死体検案相談事業）
「日本医師会死体検案相談事業」について

警察協力医・
検案に携わる医師

日本医師会「死体検案相談窓口」
法医学を専門とする医師が交替で対応

電話による
相 談

【利用対象者】 検案業務に従事する
一般臨床医、警察協力医

（医師会員であることを問わない）

【 電話番号 】 0570−041901

【 通 話 料 】 10円/60秒（固定電話）、

10円/20秒（携帯電話）

※相談に係る費用は発生いたしません。

【 受付時間 】 毎日朝8時〜夜10時

（利用者負担）

ｼｲﾝｷｭﾒｲ

死因判定等につ
いて、法医学専
門家の助言を求
めたい

（目 安）

相談協力医

ナビダイヤル

検案業務に従事する医師が、死因判定等について、法医学専門家の助言を求めたい時に、全国共通の電話番号に電話
をすると、輪番制で担当する法医学専門家の専用携帯端末に接続され、死体検案に関する専門的助言が受けられます。

（法医学専門家）

【資料1】


